
            個   別   注   記   表

     １．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　　（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

              　貯蔵品・・・・・・先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

              　によっております。

　　　　（２） 固定資産の減価償却の方法

　　　　　　１）　有形固定資産 （リース資産除く）

　　　　定率法

              　　　　 ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した

              　　　　 建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

              　　　　 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております｡

　　　　　　２）　無形固定資産（リース資産除く）

　　　　自社利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　　　　　　３）　リース資産

　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

　　　　　　　　　　同一の方法を採用しております。

　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする

　　　　　　　　　　定額法によっております。

　　　　（３）　引当金の計上基準  

　　　　　　１）　貸倒引当金

　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しております｡

　　　　　　　　　　貸倒懸念債権及び破産更正債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

　　　　　　　　　　おります。

　　　　　　２）　賞与引当金

　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、次期以降の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

　　　　　　３）　退職給付引当金

　　　　　　　　　　従業員に対する退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

　　　　　　　　　　に基づき計上しております。

　　　　（４）　収益及び費用の計上基準

　　　　　　　　　  運送、保管、荷役サービスに関わる収益は、主に商品の輸送、保管、入出庫に関わるサービスの提供であり、

　　　　　　　　　  顧客との受託契約に基づいて、物流サービスを提供する履行義務を有しております。当該履行義務は顧客

　　　　　　　　　  との契約において定められた物流サービスの提供完了時点において、顧客が便益を享受すると判断し、

　　　　　　　　　  役務提供完了時点で収益を認識しております。

　　　　　　　　　　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　　　　（５）　端数処理

　　　　　　　　　   計算書類の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．会計方針の変更に関する注記

　　　　（１）　収益認識に関する会計基準等の適用

　　　　　　　　　　「収益認識に関する基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

　　　　　　　　　当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

　　　　　　　　　サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　　　　　　　　　　収益認識基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

　　　　　　　　　従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の

　　　　　　　　　期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　　　　　　　　　　これによる、当事業年度の営業収益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　　また、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。
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　　　　（２）　時価の算定に関する会計基準等の適用

　　　　　　　　　　「時価の算定に関する会計基準」　（企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下、「時価算定会計基準」

　　　　　　　　　という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

　　　　　　　　　（企業会計基準第10号　2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

　　　　　　　　　定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当事業年度の計算書類に

　　　　　　　　　与える影響はありません。

　　　３．収益認識に関する注記

　　　　　　　　収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の

　　　　　　計上基準」に記載のとおりであります。

　　　４．貸借対照表に関する注記

　　　　（１）　関係法人に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　　　　　　　短期金銭債権 1,597,824 千円

　　　　　　　　　　短期金銭債務 948,903 千円

　　　　　　　　　　長期金銭債務 2,983,151 千円

　　　５．損益計算書に関する注記

　　　　（１）　関係法人との取引高

　　　　　　　　　　営業取引による取引高

　　　　　　　　　　　営業収益 19,002,209 千円

4,768,512 千円

　　　　　　　　　　営業取引以外の取引による取引高

　　　　　　　　　　　営業外収益 2,625 千円

　　　　　　　　　　　営業外費用 86,275 千円

　　　　　　　　　　　特別損失 156,073 千円

　　　６．株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　（１）　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び数　　　　普通株式　　　　1,500株

　　　　（２）　配当に関する事項

　　　　　　１）　配当金支払額

　　　無配のため記載事項はございません。

　　　　　　２）　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　　2023年5月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案して

　　　　おります。

              　　　　 ・普通株式の配当に関する事項

　              　　　　 （ア）配当金の総額 60,000 千円

　              　　　　 （イ）一株当たり配当額 40,000 円

　              　　　　 （ウ）基準日

　              　　　　 （エ）効力発生日 2023年5月29日

　　　　　　　　　　　営業費用

2023年3月20日
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　　　７．退職給付会計に関する注記

　　　　（１）　採用している退職給付制度の概要

　　　　　　　　　　当社では、従業員の退職給付に充てるため、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を採用しております。

　　　　　　　　　　退職一時金制度（非積立型）では、退職給付として、勤務期間に基づいた一時金を支給しております。また、

　　　　　　　　　　確定給付企業年金（積立型制度）では、勤務期間に基づいた一時金または年金を支給しております。

　　　　　　　　　　役員及び従業員については日生協企業年金基金制度に加入しておりますが、複数の事業主により設立された

　　　　　　　　　　企業年金である総合設立型基金のため、確定拠出制度と同様の会計処理を行っております。

　　　　（２）　退職給付引当金または前払年金費用並びに退職給付費用の処理方法

　　　　　　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　当社では、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、

　　　　　　　　　　　期間定額基準によっております。

　　　　　　　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　　　　　　　　当社では、数理計算上の差異は、発生時における社員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による

　　　　　　　　　　　定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌会計年度から費用処理することとしております。

　　　　　　　　　　　また、過去勤務費用は、発生年度に全額処理しております。

　　　　（３）　確定給付企業年金制度

　　　　　１）　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　　　　　　退職給付債務の期首残高 2,639,240 千円

　　　　　　　　　　　勤務費用 257,662 千円

　　　　　　　　　　　利息費用 11,589 千円

　　　　　　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額 △ 77,202 千円

　　　　　　　　　　　退職給付の支払額 △ 49,426 千円

　　　　　　　　　　期末における退職給付債務 2,781,863 千円

　　　　　２）　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　　　　　　期首における年金資産 1,275,286 千円

　　　　　　　　　　　期待運用収益 12,752 千円

　　　　　　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額 3,740 千円

　　　　　　　　　　　事業主からの拠出額 93,349 千円

　　　　　　　　　　　退職給付の支払額 △ 20,577 千円

　　　　　　　　　　期末における年金資産 1,364,551 千円

　　　　　３）　退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

　　　　　　　　　　積立型制度の退職給付債務 1,337,941 千円

　　　　　　　　　　年金資産 △ 1,364,551 千円

△ 26,610 千円

　　　　　　　　　　非積立型制度の退職給付債務 1,443,921 千円

　　　　　　　　　　未認識数理計算上の差異 △ 91,886 千円

　　　　　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,325,425 千円

　　　　　　　　　　退職給付引当金 1,541,730 千円

　　　　　　　　　　前払年金費用 △ 216,305 千円

　　　　　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,325,425 千円

　　　　　４）　退職給付に関連する損益

　　　　　　　　　　勤務費用 257,662 千円

　　　　　　　　　　利息費用 11,589 千円

　　　　　　　　　　期待運用収益 △ 12,752 千円

　　　　　　　　　　数理計算上の差異の当期の費用処理額 82,248 千円

　　　　　　　　　　小計 338,747 千円

　　　　　　　　　　出向者当期引当金出向先負担分 △ 6,890 千円

　　　　　　　　　　確定給付制度に係る退職給付費用 331,857 千円
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　　　　　５）　年金資産の主な内訳

　　　　　　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の通りです。

　　　　　　　　　　一般勘定 79.40 ％

　　　　　　　　　　国内債券 0.43 ％

　　　　　　　　　　短期資産 2.05 ％

　　　　　　　　　　国内株式 1.26 ％

　　　　　　　　　　外国債券 8.43 ％

　　　　　　　　　　外国株式 3.83 ％

　　　　　　　　　　その他 4.60 ％

　　　　　　　　　　合計 100.00 ％

　　　　　６）　長期期待運用収益率設定方法に関する記載

　　　　　　　　　　年金資産の長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な

　　　　　　　　　　資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して決定しております。

　　　　　７）　数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　　　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

　　　　　　　　　　　割引率 0.69 ％

　　　　　　　　　　　長期期待運用収益率 1.00 ％

　　　　（４）　複数事業主制度

　　　　　１）　日生協企業年金基金制度について

　　　　　　　　　　役員及び従業員については日生協企業年金基金制度に加入しておりますが、複数の事業主により設立された

　　　　　　　　　　企業年金である総合設立型基金のため、確定拠出制度と同様の会計処理を行っております。

　　　　　　　　　　なお、要拠出額95,304千円は当期の法定福利費として処理しており、複数事業主制度に関する事項は次の

　　　　　　　　　　通りであります。

　　　　　２）　制度全体の積立状況に関する事項

　　　　　　　　　　年金時価資産額 45,127,251 千円  （2023年3月20日現在）

　　　　　　　　　　年金財政計算上の数理債務の額 35,065,426 千円  （2022年3月末日現在）

　　　　　　　　　　差引額 10,061,825 千円

　　　　　３）　制度全体に占める当社の掛金割合（2023年3月20日） 4.09 ％

　　　　　　　　　　掛金総額 190,302 千円

　　　　　　　　　　当社の掛金額（標準掛金） 7,800 千円

　　　　　４）　補足説明

　　　　　　　　　　数理債務の額は2022年3月末日（財政再計算後）時点、年金時価資産額は2023年3月20日時点で表示して

　　　　　　　　　　いるため、1年のずれがあります。この差引額は、10,061,825千円となっておりますが、数理債務の額は１年追加

　　　　　　　　　　されるため、差引額は減少します。なお、2022年3月末日時点の繰越剰余金は、10,633,241千円で過去勤務

　　　　　　　　　　債務残高はありません。
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　　　８．税効果会計に関する注記

　　　　（１）　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因の主な内訳

　　 　　　  　　繰延税金資産

　　　　　　　　　　賞与引当金 130,006 千円

　　　　　　　　　　退職給付引当金 528,196

　　　　　　　　　　譲渡損益調整勘定 32,484

　　　　　　　　　　未払人件費 33,414

　　　　　　　　　　未払費用 29,044

　　　　　　　　　　未払事業税 12,362

　　　　　　　　　　その他　 　 　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　 8,704

　　　　　　　　　　小計　 　　      　　　　    　　　　 　   　   　 774,214

　　　　　　　　　　評価性引当額　 　 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　△ 38,267

　　　　　　　　　　繰延税金資産計 　　       　　　　　   　　　　  　   　    　735,946

　　 　　　  　　繰延税金負債

　　　　　　　　　　前払年金費用　　　　　　　　　　　 　 74,106 千円

　　　　　　　　　　繰延税金負債計　 　　      　　　　    　　　　 　   　   　74,106

　　　　繰延税金資産の純額 661,840

　　　９．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　　　　　　　　　オペレーティングリースのうち、解約不能なものに係る未経過リース料

（単位：千円）

1年以内 1年超 合計

未経過リース料 294,216 3,481,559 3,775,775

　　　１０．関連当事者との取引に関する注記

　　　　（１）親会社及び法人主要株主等 (単位:千円)

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）の割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親法人 日本生活協同組合連合会
被所有
　　直接１００％

役員の兼任
荷役・運送・保管料
等

18,736,686 売掛金 1,550,872

物流業務受託 倉庫・施設賃借関連 3,817,314 買掛金 354,486

社員の出向 資金の貸付 1,141,388 リース債務（流動） 319,623

受取利息 2,282 リース債務（固定） 2,983,151

資金の借入 14,657

支払利息 86,275

賃貸借契約解約損 156,073

リース債務の返済 319,623

有形固定資産の購
入

378,526

（注1）取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　　　　（2）兄弟会社等

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）の割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親法人の
子会社

コープ情報システム株式会社 なし 役員の兼任
有形固定資産の購
入

75,112 未払金 145,636

システム運用委託
無形固定資産の購
入

369,989

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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　　　１１．金融商品に関する注記

　　　　（１）金融商品の状況に関する事項

　　　　　　　　　　資金調達は、必要な資金を銀行借り入れによって行う方針です。

　　　　　　　　　　営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、契約書等管理共通手順に沿ってリスク低減を図って

　　　　　　　　　　おります。

　　　　　　　　　　グループ間金融を行っており、グループ間での資金有効利用とグループ全体の資金コストの低減に努め

　　　　　　　　　　ています。

　　　　（2）金融商品の時価等に関する事項

　　　　　　　　　　2023年3月20日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については

　　　　　　　　　　次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、重要性の乏しいもの、短期間で決済されるため

　　　　　　　　　　時価と帳簿価額がほぼ等しい科目については注記を省略しております。

(単位:千円)

差額

  リース債務 －

負債計 －

　　  リース債務の時価は、元利金の合計を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割引いた

　　現在価値により算定しております。

　　　　（3）リース債務の決算日後の返済予定額

    当事業年度（2023年3月20日）

1年以内
(千円)

1年越
2年以内
(千円)

2年越
3年以内
(千円)

3年越
4年以内
(千円)

4年越
5年以内
(千円)

5年越
(千円)

リース債務 319,623 319,623 319,623 319,623 319,623 1,704,657

　　　１２．一株当たり情報に関する注記

　　　　（１）　一株当たり純資産額 1,937,955 円

　　　　（２）　一株当たり当期純利益 59,078 円

3,302,774

時価

3,302,774

3,302,774

3,302,774

貸借対照表計上額
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